
東日本大震災からの復旧･復興に関する重点提言  
                   

東日本大震災からのすみやかな復旧・復興を図るため、国は、次の事項について積

極的な措置を講じられたい。 

 

１．復旧・復興事業の実態に即した財政支援等について 

（１）東日本大震災復興交付金について、被災地域の実情に照らした事業期間の延長

を図るとともに、必要な財源を確実に確保すること。 

また、同交付金の採択基準を緩和するなど、必要な事業に柔軟に対応できる真

に自由度の高いものとすること。 

（２）復興事業が完了するまでの間、災害復旧費補助金、並びに市税の減免措置を含

めた復興事業に係る地方負担分を全額措置する震災復興特別交付税等の地方財

政措置についても、継続的な措置を講じること。 

（３）社会資本整備総合交付金（復興枠）については、平成 27年度以降も継続する

こと。 

（４）被災地における普通交付税の合併算定替え適用期間について、復興計画期間を

踏まえ延長すること。 

（５）震災により地盤沈下したエリアにおいては、自然排水が困難であり、排水ポン

プの増強が必要であることから、そのための増加経費に係る維持管理経費を普通

交付税に算入すること。 

（６）震災の影響により人口減となった自治体においては、平成 27 年国勢調査人口

を普通交付税の算定基礎とすることは財政への影響が甚大であることから、平成

22年国勢調査人口を引き続き普通交付税算定基礎とする特例措置を設けること。 

（７）震災による行方不明者について、復旧が進まず浸水したままの地区においては、

今後も捜索活動を継続すること。 

併せて、身元不明者についても、引続きＤＮＡ鑑定や似顔絵を公表することで、 

早期判明に努めること。 

（８）被災地における工事の人材不足及び資材不足による入札不調が相次いでいるこ

とから、国は、その適切な対応策を早急に講じること。 

（９）震災発生から時間が経過するにつれて、各支援自治体では職員等派遣が困難と

なる状況が見受けられることから、被災市町村への職員等派遣について必要な措

置を講じること。 

 

 



（10）防災集団移転促進事業における全ての土地の買取りや土地購入後の活用等につ

いて、弾力的に運用するとともに、必要な財政措置を講じること。 

（11）組合施行の土地区画整理事業について、地価下落分や土地取引の減少分に対応 

した補助制度の創設など、事業の早期完了に向けた財政措置を講じること。 

（12）農業相続人に課せられる農地等の相続税について、復興事業を早期に進めるた

め、一定の条件下で猶予される相続税の免除要件を緩和する措置を講じること。 

（13）被災者生活再建支援金の受付事務について、被災市町村の負担が非常に大きい

ことから、受付等の事務に係る経費に係る財政措置を講じること。 

（14）被災自治体の土地取得に伴う登記嘱託業務については、今後、増加することが

予想されることから、迅速な対応が出来るよう法務局の体制を整えること。 

（15）東日本大震災特別家賃低減化事業については、建物管理開始から 10年間とさ

れているが、低所得者の生活の維持のため、更なる支援延長を講じること。 

また、６年目以降は家賃補助が減少し地方の負担割合が増えることから、６年

目以降も負担割合を据え置くこと。 

（16）避難先における十分な支援を継続するため、避難者受入市町村の負担が生じな

いよう、十分な財政措置を講じること。 

（17）被災地における復興を推進するため、復興に係る計画策定や交付金申請等にお

ける資料作成、国等との協議の簡素化、土地利用に係る許可や要件の緩和措置を

講じること。 

 

２．被災者の生活再建支援等について 

（１）応急仮設住宅である雇用促進住宅及び民間賃貸住宅等について、複数年の延長

措置を講じること。 

また、プレハブ仮設住宅建設用地等の貸借期間の終了に伴う返還や災害公営住

宅整備の進展等に伴うプレハブ仮設住宅団地の集約など、仮設住宅入居者の責め

に帰さない事由により仮設住宅間の転居が生じる場合、必要かつ十分な財政措置

を講じること。 

（２）震災以降の心のケアが必要な児童生徒に対し、よりきめ細かな教育を実現し、

豊かな教育環境を整備するため、弾力的な学級編制ができるよう復興加配教員等

の継続した配置を図るとともに、養護教諭や栄養教諭も含めた加配の充実を図る

こと。 

（３）災害援護資金貸付制度において、各自治体が当該貸付金に係る債権を免除又は

 

 



放棄することが適当であると判断する場合には、国においても自治体への債権を

免除する規定を整備するとともに、償還免除要件として示されている無資力要件

に生活保護受給者も含めること。 

    また、自治体個々の取組みには限界があるため、国において債権回収機構等を

設置し、専門的かつ専属的に債権回収を実施すること。  

（４）被災者生活再建支援金について、被災地の実態に鑑み、上限額や適用範囲の拡

大等、総合的な制度の見直しを図ること。 

（５）生活再建に向けた各種支援施策を、被災自治体や被災者を支援する団体等が継

続的、安定的に実施できるよう、「地域支え合い体制づくり事業」をはじめ、必

要かつ十分な財政支援を長期的に行うこと。 

（６）介護保険制度について 

   ① 被災地の保険者が震災の影響による保険財政の逼迫を招くことなく、円滑か

つ健全な制度運営ができるよう、一層の財政措置を講じること。 

② 被災者の生活再建を支援する介護保険の利用者負担等の減免措置について、

国の責任において全額財政措置を講じるとともに、平成 24年 10月以降の都市

自治体負担分についても遡及して全額補填を実施すること。 

③ 災害危険区域における移転促進区域内の土地等の譲渡に伴う所得があった

第１号被保険者の介護保険料を減免した場合、その減免額について、平成 25

年度分から財政措置を講じること。 

（７）国民健康保険制度等について 

   ① 被災地の保険者が震災の影響による保険財政の逼迫を招くことなく、円滑か

つ健全な制度運営ができるよう、必要かつ十分な財政措置を講じること。 

     ②  被災者の生活再建を支援する国民健康保険及び後期高齢者医療制度の一部

負担金等免除措置について、国の責任において全額財政支援措置を講じると

ともに、平成 24 年 10 月以降の自治体負担分についても遡及して全額補填を

実施すること。 

   ③ 国民健康保険の所得割保険料（税）について、所得を基礎とする算定方式（旧

ただし書き方式）による場合、雑損失の繰越控除は非適用と定められている

が、個人住民税と同様の総所得金額等をもとに算出するよう遡って見直しを

図ること。また、その際には、国民健康保険に被災者が多く加入する自治体

が、雑損失の繰越控除を適用することによって生じる保険料（税）収入の減

少に対して財政支援措置を講じること。 

 

 



（８）津波浸水区域外への保育所の移転を早急に進めるため、特定被災区域におけ

る安心こども基金による保育所等の複合化・多機能化推進事業を継続すること。 

（９）「東日本大震災の被災者に対する援助のための日本司法支援センターの業務の

特例に関する法律」については、平成 26 年度末までとなっている期限をさらに

３年間延長すること。 

（10）帰還困難区域の自治体・住民のコミュニティの維持ための措置を講じること。 

 

３．地域産業の復興・再生について 

（１）被災地域の賑わいを取り戻し、地域の再活性化を図るため、復興に向け都市

自治体が独自に実施する取組について必要な財政措置を講じること。 

（２）再生可能エネルギー発電設備の導入支援制度の対象地域を特定被災区域の周

辺地域にも拡大すること。 

（３）東日本大震災復興特別区域法に基づく税制の特例措置の期間の延長を図るこ

と。 

（４）被災地域の経済の活性化を図るため、復興交付金を活用した産業用地の整備等

については要件を緩和するなど、支援策を拡充すること。 

また、復興特区支援利子補給金の対象業種の拡充等の要件緩和や、産学連携

による取組を継続して支援するなど、被災地域の産業の復興・再生に必要な施

策を充実すること。 

（５）東日本大震災被災地域において、復旧・復興対策が確実に実施されるよう必

要な予算を確保するとともに、地域農業の再生や経営再開に向けた取組をより一

層支援すること。 

（６）津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金について、申請期間及び

運用期間を延長すること。 

（７）震災等緊急雇用対応事業について、財政措置を拡充すること。 

また、雇用期間を延長するとともに、対象地域を拡大すること。 

（８）地域で働く意識醸成やＵＪＩターン促進に向けた取組み、新規就業者に係る

研修等に対する制度の構築・拡充など、若者等の地元定着を図るための支援策を

講じること。 

（９）新たな企業誘致や雇用機会創出を図るため、震災関連人材育成支援奨励金の期

間を延長すること。 

    また、同奨励金と被災者雇用開発助成金について、支給要件緩和や支給額の増

 

 



額など、支援内容の充実を図ること。 

     さらに、県域を越えた雇用確保対策など、被災地域内の企業への就労を促すた

めの新たな施策を講じること。 

（10）被災地の労働力不足を解消するため、高齢者及び女性の雇用機会の拡充をは

じめ、労働者受入れに向けた支援策の拡充や、建設、介護及び水産関係の労働

力確保対策を講じること。 

（11）避難者の安定した生活の実現に向け、ニーズに即した就労支援策を推進する

こと。 

 

４．公共施設の復旧支援等について 

（１）消防防災施設・設備等の復旧に関し、消防防災施設・設備災害復旧費補助金

及び地方交付税措置等、長期的な財政措置を講じること。 

（２）被災した農業集落排水施設の撤去費用や滅失した施設に対する財政支援制度

を創設すること。 

（３）公立学校施設の耐震化については、東日本大震災復興特別会計等による支援

措置を継続するとともに、事業補助率を一律２／３とし、改修事業については

補助単価を実施単価とするよう国庫補助制度の見直しを図ること。 

また、繰越となる事業について、手続きを簡素化する等配慮すること。 

（４）学校を除く避難所施設、福祉避難所及び避難所併設小規模備蓄倉庫等におけ

る耐震化及び長寿命化対策に対する財政支援制度を構築すること。 

（５）湾口防波堤と防潮堤等の海岸保全施設の速やかな復旧整備を図るとともに、

現在整備中の湾口防波堤等についても早期に整備すること。 

（６）国際物流ターミナルについては、大型船に対応した大水深の耐震強化岸壁を

早期に整備するとともに、港湾の背後へ再生可能エネルギーを核とした産業集積

など、港湾機能を拡大すること。 

（７）鉄道の早期復旧が図られるよう、鉄道事業者に対する支援措置を拡充すると

ともに、鉄道復旧に係るまちづくり事業について、財政支援措置を拡充すること。 

（８）東日本大震災に係る地域産業の復興・再生を進めるため、鉄道の早期復旧が

図られるよう、地域の実情に応じ、鉄道事業者に対する支援措置を拡充すること。 

また、鉄道復旧までの代替交通及び仮設住宅等からの公共交通を確保するため、  

必要な財政支援措置を講じること。 

なお、地域公共交通確保維持改善事業については、被災市町村の指定を継続

 

 



するとともに、幹線路線バスに対する特例措置を延長すること。 

（９）平成 24年度に廃止された地方特定道路整備事業の代替措置を講じること。 

（10）被災地域の産業復興、安全・安心なまちづくりを推進するため、復興道路・

復興支援道路等の道路網を事業完了までの財源を確保した上で、早期に整備する

こと。 

(11）震災による犠牲者を鎮魂し、震災の教訓を後世に伝えていくための慰霊碑や

慰霊空間の整備のための支援制度を創設すること。 
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	また、機能の集約化・複合化による公共施設の更新（再生）を実施する際には、府省の規制に捉われない施設整備計画を認めること。
	（６）公共施設等総合管理計画の策定に当たっては、都市自治体の実情を踏まえ、財政措置及び技術的支援を充実すること。
	（７）道路・橋梁等の老朽化対策について、防災・安全交付金により集中的に支援するなど十分な財政措置を講じるとともに、人材育成や技術支援を充実すること。
	特に、維持修繕に関する省令・告示の規定に基づく道路の維持又は修繕については、地域の実情を踏まえ、十分な財政措置を講じること。
	（８）住民の安全を守る観点等から、管理放棄された空き家等について、都市自治体が所有者に対し適正な管理を促すための措置や直接かつ容易な立入調査及び解体撤去等が行えるよう早期に法整備を図るとともに、必要な税財政上の措置を講じること。
	（９）地域住民の日常生活に必要不可欠な地域公共交通の確保及び機能の強化、持続可能な地域公共交通ネットワークを形成するため、地域の実情に応じた関連施策を充実させるとともに、必要な財政支援措置を講じること。
	（10）地域住民の生活に必要不可欠であり、最も身近な交通機関である地方バス路線やコミュニティバス路線等が、安定的に維持できるよう、地域の実情に応じ、恒久的な財政支援措置を講じること。
	また、地域公共交通確保維持改善事業費補助金等の補助要件を緩和し、対象事業を拡大するなど、支援体制を拡充すること。
	（11）島しょ部の生活交通として欠かせない離島航路等を維持・確保するため、施策の充実を図るとともに、積極的かつ恒久的な財政支援措置等を講じること。
	（12）生活交通の利用環境を改善するため、鉄道駅等のバリアフリー化の推進について、十分な予算を確保するとともに、財政支援措置を講じること。
	（１）本年度から開始した提案募集方式については、都市自治体等からの積極的な提案を真摯に受け止め、地方の発意を活かした分権型社会の実現に向けた改革を積極的に推進すること。
	また、改革に伴う関連法令の整備や事務・権限の移譲等に当たっては、十分な時間的余裕の確保や情報提供など適切な措置を講じるとともに、事務を円滑に実施するために必要となる財源の確保と専門的な人材育成等の仕組みを構築すること。
	（２）農地転用をはじめ土地利用に係る権限移譲や義務付けをはじめとして、これまでの改革において実現に至らなかった事項について、住民自治を拡充する観点から検討を行い、これらを着実に実施していくこと。
	１．番号制度導入及び運用に係る経費については、番号カードの作成・交付やクラウドへの移行等も含め、原則として全額を国において適切に措置すること。
	特に、システム導入及び改修に係る経費については、国が設けた想定事業費を超える部分についても、地域の実態に即し確実に財政措置を講じること。
	２．番号制度の導入を円滑に進めることができるよう、都市自治体と十分な協議・調整を行い、ガイドラインやシステムの詳細な仕様等を早急に都市自治体へ情報提供するとともに、国民への周知徹底等を図ること。
	また、システムの仕様等については、休日開庁等への対応についても十分配慮すること。
	３．個人番号カードの普及促進のため、個人番号カードの無償交付、申請・交付手続きの簡素化等、必要な措置を講じること。
	４．番号制度については、IＣＴ政策と一体的に推進するとともに、府省庁の枠組みを超えた社会基盤システムとして整備すること。
	また、国民に正確な情報を提供しながら、利用範囲の拡大について検討を行うこと。
	介護保険財政の健全な運営のため、都市自治体の個々の実態を考慮しつつ、将来にわたって都市自治体の財政負担や被保険者の保険料負担が過重とならないよう、国費負担割合を引き上げること。
	また、調整交付金は別枠化すること。
	低所得者に対する介護保険料や利用料の軽減策については、国の責任において、財政措置を含め総合的かつ統一的な対策を講じるよう、抜本的な見直しを行うこと。
	特に、社会保障・税一体改革による低所得者保険料の軽減強化のための1,300億円は確実に確保すること。
	次期制度改正に当たっては、特に次の事項について、適切な措置を講じること。
	平成27年度以降の次期介護報酬の改定に当たっては、保険料の水準に留意しつつ、報酬体系を簡素化するとともに、適切な人材の確保、サービスの質の向上などを図るため、都市自治体の意見を十分踏まえ、地域やサービスの実態に即した報酬単価とするなど、適切な報酬の評価・設定を行うこと。
	後期高齢者医療制度の円滑な運営を図るため、保険料の上昇を抑制する措置を引き続き継続するとともに、国の責任において十分な財政措置を講じること。
	廃棄物・リサイクル対策の充実強化を図るため、国は、特に次の事項について積極的な措置を講じられたい。
	１．廃棄物処理施設の整備等について
	ダイオキシン対策等を施した廃棄物焼却施設が老朽化するなど、多くの地域で耐用年数を大幅に超える廃棄物処理施設が多数あり、適切なタイミングで更新・改良を進める必要があることを踏まえ、国は、次の事項について積極的な措置を講じられたい。
	（１）循環型社会形成推進交付金について、都市自治体に対し交付申請額が満額交付されるよう、所要額を確実に確保すること。
	また、廃棄物処理施設の整備をはじめ基幹的改良や修繕等に係る支援措置を更に充実させること。
	（２）廃棄物処理施設の解体撤去工事費について、解体のみの場合や跡地が廃棄物処理施設以外に利用される場合等も循環型社会形成推進交付金の交付対象とするなど、財政措置の拡充を図ること。
	２．家電リサイクル制度について
	（１）リサイクル費用については、製品購入時に支払う「前払い方式」に改めること。
	また、対象品目の更なる拡大を図ること。
	（２）不法投棄された廃家電製品の収集運搬費用、リサイクル費用については、拡大生産者責任の原則に基づき、事業者が負担する仕組みとすること。
	３．容器包装リサイクル制度について
	拡大生産者責任の原則に基づき、事業者責任の強化・明確化を図るとともに、都市自治体と事業者等との役割分担及び費用負担を適切に見直すこと。
	特に、都市自治体の収集運搬、選別保管に係る費用負担を軽減すること。
	義務教育施策等の充実を図るため、国は、特に次の事項について積極的な措置を講じられたい。
	１．公立学校施設に係る耐震補強事業等に対する財政措置の強化
	（１）公立学校施設等の耐震化事業を計画的に推進できるよう、必要な財源を確保するとともに財政措置の拡充を図ること。
	１．災害に強い都市基盤の構築、地域経済の活性化を図るため、都市基盤の計画的かつ着実な整備に必要な公共事業予算を十分確保するとともに、事業の迅速かつ円滑な実施に資する人材確保を含めた施工確保対策を講じること。
	２．社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金については、地方の社会資本整備や災害対策が計画的に進捗するよう、十分な予算を確保すること。
	また、両交付金制度の運用に当たっては、採択基準の要件緩和、事務の簡素化など都市自治体が活用しやすい仕組みにすること。
	３．公共施設の老朽化対策
	１．地方が真に必要とする道路整備が引き続き計画的に実施できるよう、地方の意見を踏まえ、必要な財源を充実強化すること。
	併せて、道路整備事業に係る社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金については、適切な財政措置を講じること。
	２．高速自動車国道、一般国道、地方道等におけるミッシングリンクを解消し、有機的なネットワークを形成するとともに、その整備に当たっては、大規模災害時における代替性の確保や広域的な医療サービスの提供等、地方の実情を十分勘案し、必要な財源を確保したうえで、早期完成を図ること。
	３．道路・橋梁等の老朽化対策について、防災・安全交付金により集中的に支援するなど十分な財政措置を講じるとともに、人材育成や技術支援を充実すること。
	特に、維持修繕に関する省令・告示の規定に基づく道路の維持又は修繕については、地域の実情を踏まえ、十分な財政措置を講じること。
	１．住民の安全を守る観点等から、管理放棄された空き家等について、都市自治体が所有者に対し適正な管理を促すための措置や直接かつ容易な立入調査及び解体撤去等が行えるよう早期に法整備を図るとともに、必要な税財政上の措置を講じること。
	２．空き家等の有効利用を促進するための支援制度を推進すること。
	１．整備新幹線の早期開業等
	（１）整備新幹線の利便性の向上を図るとともに、建設財源を安定的に確保し、早期全線開業を目指すこと。
	また、基本計画に定めている未整備区間の事業化実現に向けて取り組むこと。
	（２）沿線自治体の負担が軽減されるよう、整備新幹線の建設費及び新駅周辺地域の整備に対する財政措置を講じること。
	また、新駅設置及び二次交通の充実等に対する適切な支援措置を講じること。
	２．リニア中央新幹線開業に向けて、中間駅の周辺整備やアクセス道路の整備等が円滑に推進できるよう、財政支援措置を講じること。
	３．整備新幹線の並行在来線については、安定的な経営維持と利用者増加及び利便性向上のための施設整備等ができるよう、財政支援措置を拡充すること。
	４．都市鉄道の路線延長、利便性の向上及び関連施設整備促進に必要な財政支援措置を講じるとともに、都市鉄道利便増進事業における補助制度を拡充すること。
	５．地域公共交通活性化策への支援の充実
	（１）地域住民の日常生活に必要不可欠な地域公共交通の確保及び機能の強化、持続可能な地域公共交通ネットワークを形成するため、地域の実情に応じた関連施策を充実させるとともに、必要な財政支援措置を講じること。
	（２）生活交通の利用環境を改善するため、鉄道駅等のバリアフリー化の推進について、十分な予算を確保するとともに、財政支援措置を講じること。
	（３）地域住民の生活に必要不可欠であり、最も身近な交通機関である地方バス路線やコミュニティバス路線等が、安定的に維持できるよう、地域の実情に応じ、恒久的な財政支援措置を講じること。
	また、地域公共交通確保維持改善事業費補助金等の補助要件を緩和し、対象事業を拡大するなど、支援体制を拡充すること。
	（４）島しょ部の生活交通として欠かせない離島航路等を維持・確保するため、施策の充実を図るとともに、積極的かつ恒久的な財政支援措置等を講じること。
	６．港湾整備事業の推進
	（１）港湾整備事業及び海岸整備事業の促進をするため、必要な予算を確保すること。
	また、その整備に当たっては、物流機能の確保、災害時の避難機能の確保及び海上輸送網の維持等、国土強靭化の取組を推進すること。
	（２）国際戦略港湾において、ハブ機能の強化に向けたコンテナターミナル等のインフラ整備や貨物集約等の総合的な施策を集中的に実施することにより、国際競争力を強化すること。
	１．新たな農業政策の推進
	（１）経営所得安定対策については、真に農業者の経営安定に資する制度とするため、地域の特性や実情を反映し、農業者及び都市自治体の意見を十分に尊重するとともに、充実強化すること。
	（２）新たな米政策を進めるに当たっては、きめ細かい説明と十分な経過措置を講じ、米の価格安定を図ること。
	また、非主食用米の生産拡大に対する支援措置を充実強化すること。
	（３）日本型直接支払制度については、都市自治体及び農家等の負担を軽減し、地域の実情に応じた取組を推進できるよう更なる充実強化を図ること。
	２．認定農業者や集落営農組織等の担い手を育成確保するための支援措置を充実すること。
	また、青年就農給付金の対象要件を緩和するとともに、農業経営基盤強化準備金制度の適用期間を延長すること。
	３．農業農村整備事業の推進
	（１）農業生産基盤及び農村生活環境等の整備や保全管理を計画的かつ円滑に推進するため、農業農村整備に係る諸施策を充実強化するとともに、必要な予算を確保すること。
	（２）頻発する災害に対する備えを強化し、安全で快適な農村をつくるため、農地と農業用施設の防災・減災対策を充実強化し、一層の財政措置を講じること。
	４．都市農業の振興と都市農地の保全のため、「都市農業振興基本法（仮称）」の早急な制定をはじめ、現行の都市農地制度等の改善など、必要な措置を講じること。
	５．畜産・酪農業を取り巻く環境が厳しいことから、配合飼料価格安定対策を推進すること。
	また、自給飼料基盤に立脚した畜産・酪農経営を行うため、国産飼料の生産・利用の推進やセーフティネット機能の充実など、更なる経営安定対策を講じること。
	６．鳥獣被害の深刻化・広域化に対応するため、鳥獣被害防止総合対策及び鳥獣被害防止緊急捕獲等対策事業を継続的な制度とし、更なる充実強化を図ること。
	７．森林整備対策等の充実強化
	（１）国土保全、水源涵養、地球温暖化防止、景観形成など森林が持つ多面的機能を継続的かつ安定的に維持・発揮するために必要な財政支援措置を講じるとともに、迅速な支援が行えるよう事務を効率化すること。
	（２）森林整備のための担い手の確保、育成事業の一層の推進を図るとともに、必要な予算を確保すること。
	また、私有林の整備については、森林所有者等が取り組みやすい有効な手法を導入すること。
	（３）「水循環基本計画」の策定において、水源の保全強化、外国資本等による森林買収・大規模伐採について、適正な規制が図られるよう推進すること。
	８．水産振興対策の充実強化
	（１）水産業の再生を図るため、地域の実情に応じた水産業の経営安定・体質強化対策、水産物の加工・流通・消費対策、漁港の多面的利用の促進及び水産資源の回復・管理対策を一層強化すること。
	また、漁港施設の老朽化対策及び防災・減災対策をはじめとする水産基盤整備を充実強化するとともに、十分な予算を確保すること。
	（２）新規漁業就業者の育成を強力に推進するとともに、担い手の確保・育成に必要な財政支援の一層の拡充を図ること。
	９. 農業経営の安定と食料・農業・農村施策の総合的な推進を図るため、燃油価格高騰対策を充実強化すること。
	併せて、農林漁業用輸入Ａ重油に係る石油石炭税の免税措置及び農林漁業用国産Ａ重油に係る石油石炭税相当額の還付措置並びに農林漁業者等の軽油引取税の課税免除の特例措置等を恒久化するなど、農林漁業者の負担軽減措置を拡充すること。
	１．人口減、巨大災害の切迫等の国土を取り巻く状況の変化を見据え、国土形成計画を見直すとともに、その際、企業の本社機能等の地方への移転促進に向けた検討を行うこと。
	２．コンパクトシティの形成等、まちづくりや中心市街地の活性化に関する施策については、適切な財政措置を講じること。
	また、中心市街地活性化基本計画の認定地域への確実な支援を行うとともに、地域商業の活性化に資する取組に対し支援措置を講じること。
	３．強い経済を取り戻すため、長期にわたるデフレと景気低迷からの脱却を確実なものとし、需要の継続的拡大、新たな雇用の創出、投資の拡大、新規事業の展開などのチャレンジを促し、経済成長の更なる推進を図ること。
	また、地域経済を支える中小企業・小規模事業者等の経営基盤強化に向けた支援措置の充実を図るとともに、都市自治体等が独自に実施する地域経済の振興策について財政支援措置を講じること。
	４．国内産業の流出防止、生産拠点の分散促進による地域経済の活性化や災害に強い国内産業体制を構築するため、産業団地の造成・再整備、企業誘致に対する支援体制の構築や財政支援を実施すること。
	また、企業立地が一層促進されるよう、企業立地及び進出環境の更なる改善を図ること。
	５．厳しい景況下にある中小企業者・小規模事業者等を支援するため、セーフティネット保証制度の認定基準の緩和や小口零細企業保証制度の維持・拡大など、金融支援制度の充実及び企業の能力や地域資源を活用した取組に対する支援並びに税制上の優遇措置を拡大すること。
	また、伝統工芸品産業等の中小企業・小規模事業者等については、技術継承や後継者育成などの推進を図るとともに、将来に渡り事業を維持・発展させることができるよう、引き続き人的支援を含む総合的な財政支援措置を講じること。
	さらに、消費税増税の際には、景気対策等、中小企業・小規模事業者等への影響を考慮した支援を行うこと。
	６．再生可能エネルギー等の導入の促進
	（１）電力会社による再生可能エネルギーの受け入れ中断については、早期解決に必要な対策を講じること。
	また、固定価格買取制度の運用については、都市自治体等に配慮した体制を整備すること。
	（２）再生可能エネルギー等の導入については、導入促進に必要な施策を充実するとともに、補助制度の拡充等、総合的な財政支援措置を講じること。
	また、公共施設等への再生可能エネルギーの導入を促進するため、関係法令等における規制緩和を行うこと。
	７．観光振興施策に対する支援強化
	（１）観光案内標識等の設置や観光客の受入れに係る環境整備など、都市自治体等が行う観光振興施策に対して、総合的な財政支援措置を講じるとともに、魅力ある地域ブランドの創出に対する支援を拡充すること。
	（２）外国人観光客の誘致を促進するため、外国人が安心・快適に旅行できる環境整備を支援すること。
	また、免税制度及びＣＩＱ体制の拡充やビザ要件の緩和、国際線の受入れ強化など、外国人観光客の受入れ体制を強化すること。
	８．半島振興法については、法期限を延長するとともに、支援措置を拡充すること。

